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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期

会計期間

自 平成23年
   ４月１日
至 平成23年
   ９月30日

自 平成24年
   ４月１日
至 平成24年
   ９月30日

自 平成25年
   ４月１日
至 平成25年
   ９月30日

自 平成23年
   ４月１日
至 平成24年
   ３月31日

自 平成24年
   ４月１日
至 平成25年
   ３月31日

売上高 (千円) ― ― 3,815,213 9,071,108 9,408,501

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) ― ― △1,102 △1,167,915 209,104

中間(当期)純利益又は
当期純損失(△)

(千円) ― ― 581,902 △2,851,451 159,279

中間包括利益又は
包括利益

(千円) ― ― 576,946 △2,860,013 173,181

純資産額 (千円) ― ― 7,129,464 6,408,632 6,580,747

総資産額 (千円) ― ― 10,056,975 12,183,877 11,200,238

１株当たり純資産額 (円) ― ― 759.04 682.29 700.62

１株当たり中間
(当期)純利益金額又は
当期純損失金額(△)

(円) ― ― 61.95 △303.58 16.96

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 70.9 52.6 58.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 109,188 236,599 200,222

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △243,892 816,379 △116,202

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △1,228,229 △46,964 △600,059

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,147,743 4,123,560 3,501,799

従業員数
〔ほか、平均臨時
雇用者数〕

(名)
―

〔―〕
―

〔―〕
634
〔14〕

644
〔18〕

640
〔16〕

 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第79期、第80期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため、また第

78期は１株当たり当期純損失であるとともに、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第78期中及び第79期中については、中間連結財務諸表を作成していないため、記載しておりません。

４．従業員数は就業人員数を表示しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期

会計期間

自 平成23年
   ４月１日
至 平成23年
   ９月30日

自 平成24年
   ４月１日
至 平成24年
   ９月30日

自 平成25年
   ４月１日
至 平成25年
   ９月30日

自 平成23年
   ４月１日
至 平成24年
   ３月31日

自 平成24年
   ４月１日
至 平成25年
   ３月31日

売上高 (千円) ― ― 3,791,734 8,722,669 9,324,365

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) ― ― 319,850 △572,152 227,700

中間(当期)純利益又は
当期純損失(△)

(千円) ― ― 414,038 △2,835,247 178,616

資本金 (千円) ― ― 3,703,600 3,703,600 3,703,600

発行済株式総数 (株) ― ― 9,392,684 9,417,200 9,417,200

純資産額 (千円) ― ― 7,181,026 6,619,699 6,802,370

総資産額 (千円) ― ― 9,683,546 12,058,200 11,099,000

１株当たり純資産額 (円) ― ― 764.53 704.76 724.21

１株当たり中間
(当期)純利益金額又は
当期純損失金額(△)

(円) ― ― 44.08 △301.85 19.02

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 3.00

自己資本比率 (％) ― ― 74.2 54.9 61.3

従業員数
〔ほか、平均臨時
雇用者数〕

(名)
―

〔―〕
―

〔―〕
162
〔10〕

151
〔 8〕

153
〔11〕

 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第79期、第80期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため、また第

78期は１株当たり当期純損失であるとともに、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第78期中及び第79期中については、中間財務諸表を作成していないため、記載しておりません。

４．従業員数は就業人員数を表示しております。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社については、「３　関係会社の状況」に記載しております。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、従来、その他の関係会社でありました以下の会社が提出会社の親会社と

なりました。

　

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(親会社) 　 　 　 　 　

株式会社村田製作所
(注)

京都府
長岡京市

69,376

電子部品並び
にその関連製
品の開発及び
製造販売

(100.0)

当社の水晶製品を購入しており
ます。
包括業務提携契約を締結してお
ります。
役員の兼任 有

 

(注)　有価証券報告書の提出会社であります。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成25年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

水晶製品事業
589
(12)

電子機器事業
45
( 2)

合計
634
(14)

 

(注) １．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成25年９月30日現在

従業員数(名)
162
(10)

 

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。

　

(3) 労働組合の状況

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。

　

EDINET提出書類

東京電波株式会社(E01858)

半期報告書

 4/53



第２ 【事業の状況】

当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表は作

成しておりません。従って、前年同期との対比は行っておりません。
　

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間における世界経済は、長らく低迷していた欧州地域が景気下げ止まりから次第に

持ち直しの兆しを見せ、中国についても７月以降実施された経済対策により、景気拡大のテンポは安定

したものとなりつつあります。米国においても失業率の改善、個人消費の増加また設備投資の持ち直し

など緩やかながらも景気回復傾向となっております。

我が国経済においては、海外景気の下振れによる景気下押しリスクはあるものの、雇用情勢の改善、

個人消費の持ち直し、円安基調の継続等総じて景気は回復局面にあるものと思われます。

このような状況の中、当社グループにおきましては、新商品の開発に積極的に取り組むとともに、市

場ニーズのより精緻な把握、長期的展望に基づくビジネスモデルの再検討、商流、物流の見直し、その

他管理面も含めた業務全般の見直しと再構築を進めてまいりました。特に平成25年８月１日の株式会社

村田製作所への完全子会社化以降、人事の交流、ムラタグループのさまざまなシステムの導入等によ

り、これらの見直し、再構築を一気に進めているところでございます。

しかしながら、海外主要顧客からの受注減少や製品単価の下落などが業績に与える影響は大きく、そ

の結果、当中間連結会計期間の売上高は3,815,213千円、営業損失は42,416千円、経常損失1,102千円、

また税金費用の大幅な減少等により中間純利益は581,902千円となりました。
　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 水晶製品事業

当セグメントは、引き続きスマートフォン、小型基地局向け等の根強い需要はありましたが、一

方で発振器から振動子へのシフトも顕著なものがあり、単価下落とあわせ売上は低迷いたしまし

た。この結果、売上高3,419,623千円、セグメント損失（営業損失）84,790千円となりました。

② 電子機器事業

当セグメントは、宇宙開発関連および防衛機器関連のカスタム機器の減少等により、売上高

395,589千円、セグメント利益（営業利益）42,373千円となりました。
　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度

末に比べ1,354,055千円減少し、2,147,743千円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は109,188千円となりました。

主な要因は、減価償却費148,181千円及び売上債権の減少額500,776千円でありますが、たな卸資産の

増加128,538千円及び仕入債務の減少427,994千円により一部相殺されております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は243,892千円となりました。

主な要因は、有形固定資産の取得による支出296,957千円でありますが、投資有価証券の売却による

収入63,297千円により一部相殺されております。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は1,228,229千円となりました。

主な要因は、短期借入金の純減額1,200,000千円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 生産高(千円)

水晶製品事業 3,453,835

電子機器事業 395,115

合計 3,848,951
 

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．金額は、販売価格によっております。
３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当中間連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(千円)

水晶製品事業 3,002,660

電子機器事業 443,774

合計 3,446,435
 

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(千円)

水晶製品事業 3,419,623

電子機器事業 395,589

合計 3,815,213
 

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先
当中間連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

Shenzhen Murata
Technology Co., Ltd.

443,553 11.6

株式会社村田製作所 442,344 11.6
 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

４ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当社は原材料である人工水晶の育成から製品生産に至るまでの一貫体制のもと、人工水晶の品位向上・

製品の品質向上などの研究開発活動を推進しております。

超小型振動子の開発においては、設計シミュレータによる試作検証を行い、市場の要求に応えるべく、

製品の高品質化・高信頼性化に取り組んでおります。

また、御客様のサンプル要請や回路調査などにも積極的に対応するとともに、開発段階から生産を踏ま

え、全社で原価低減・歩留まり改善による製品の低価格化を図ることによって顧客満足度の向上に努めて

おります。

当中間連結会計期間における研究開発活動の主な成果をセグメントごとに示すと、次の通りでありま

す。

　
（1）水晶製品事業

　①　水晶振動子

　　1. 温度センサー内蔵タイプ振動子の小型製品開発

　　2. 超小型タイプの振動子開発

　②　発振器

　　1. 高精度ＴＣＸＯの開発

　　2. 低位相ノイズＴＣＸＯの小型化開発

（2）電子機器事業

　①　産業機器関連

　　1. 温度データ等収集送受信システムの開発

　　2. 回転体エコー温度測定システムの開発

　②　無線装置関連

　　1. コイン型超小型送信機の開発

　　2. 超小型衛星対応の変復調装置（ＣＣＳＤＳ準拠）の開発

　　3. Ｓ帯25Ｗ送信機の開発

　

なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は78,522千円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

（1）財政状態の分析

①　資産の部

当中間連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末と比較して、1,143,263千円減少し10,056,975千

円となりました。主な要因としては、借入金の返済に伴う現金及び預金の減少によるものであります。

流動比率｛（流動資産÷流動負債）×100｝におきましては、流動資産の現金及び預金が減少となり

ましたが、流動負債の短期借入金が減少したこと等により、80.2ポイント改善し、294.3％となりまし

た。

②　負債の部

当中間連結会計期間末の負債は前連結会計年度末と比較して、1,691,980千円減少し2,927,510千円と

なりました。主な要因は短期借入金の減少によるものであります。

③　純資産の部

当中間連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末と比較して、548,717千円増加し7,129,464千円と

なりました。主な要因は当期純利益の計上に伴う利益剰余金の増加によるものであります。

なお、自己資本比率は12.1ポイント改善し、70.9％となりました。

　

（2）経営成績の分析

「第２ 事業の状況　１ 業績等の概要　(1) 業績」をご参照下さい。

　

（3）キャッシュ・フローの状況の分析

「第２ 事業の状況　１ 業績等の概要　(2) キャッシュ・フローの状況」をご参照下さい。

　
第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中

間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000
 

　
② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,392,684 9,392,684 －
単元株制度を採用してお
りません。

計 9,392,684 9,392,684 ― ―
 

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年８月１日
（注）

△24,516 9,392,684 ― 3,703,600 ― 1,800,000
 

(注) 発行済株式総数の減少は自己株式の消却であります。

　
(6) 【大株主の状況】

　 　 平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社村田製作所 京都府長岡京市東神足1-10-1 9,392 100.0

計 ― 9,392 100.0
 

(注) 平成25年８月１日効力発生の株式会社村田製作所との株式交換に伴い、当社は同社の完全子会社となっており

ます。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
　 　 　 平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

9,392,684
9,392,684 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 9,392,684 ― ―

総株主の議決権 ― 9,392,684 ―
 

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成25年４月 ５月 ６月 ７月

最高(円) 809 882 830 799

最低(円) 626 750 691 687
 

(注) １．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．平成25年７月29日付で上場廃止し、株式会社村田製作所の完全子会社となったことに伴い、最終取引日であ

る平成25年７月26日までの株価について記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

就任年月日

監査役 ― 海藤　陽之助 昭和31年２月14日

昭和55年12月 (株)村田製作所　入社

(注) ―
平成25年
９月１日

平成18年４月 同社監査室（現内部監査

室）室長(現任)

平成25年９月 当社　監査役（現任）
 

(注) 監査役の任期は、就任の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　

(2) 退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 営業本部長 武　井　義　孝 平成25年８月１日

常勤監査役 ― 米　丸　忠　雄 平成25年９月１日

監査役 ― 吉　浜　鉄　蔵 平成25年９月１日

監査役 ― 森　田　東　輔 平成25年９月１日
 

　

(3) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役　管理部部長 取締役　総務経理担当 笹　原　広　一 平成25年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号)に基づいて作成しております。

　
(3) 当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成24年４月１日から平成24年９

月30日まで)の中間財務諸表は作成しておりません。従って、前中間連結会計期間及び前中間会計期間

との対比は行っておりません。

   なお、参考として、前第２四半期連結会計期間末(平成24年９月30日現在)の四半期連結貸借対照表並

びに前第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)の四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書を「１ 中間連結財務諸表

等」の「(2)その他」に記載しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(平成25年４月１日から

平成25年９月30日まで)及び中間会計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日まで)の中間連結財務

諸表及び中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,501,799 2,147,743

受取手形及び売掛金
※3 2,126,294 1,625,517

商品及び製品 375,525 392,682

仕掛品 672,964 768,618

原材料及び貯蔵品 902,056 917,784

未収入金 243,181 256,073

繰延税金資産 － 41,339

その他 219,447 115,471

貸倒引当金 △490 △5,840

流動資産合計 8,040,780 6,259,390

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 993,305 904,754

機械装置及び運搬具（純額） 731,203 795,030

土地 1,254,886 1,221,948

建設仮勘定 6,844 27,581

その他（純額） 48,727 82,038

有形固定資産合計
※1, ※2 3,034,966 ※1, ※2 3,031,352

無形固定資産

その他 54,754 54,595

無形固定資産合計 54,754 54,595

投資その他の資産

投資有価証券 61,789 300

繰延税金資産 － 703,654

その他 10,113 9,846

貸倒引当金 △2,165 △2,165

投資その他の資産合計 69,737 711,635

固定資産合計 3,159,458 3,797,584

資産合計 11,200,238 10,056,975
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※3 1,903,980 1,475,985

短期借入金
※2 1,200,000 －

未払法人税等 33,051 16,359

賞与引当金 79,262 81,223

その他 540,076 553,549

流動負債合計 3,756,370 2,127,117

固定負債

繰延税金負債 7,762 －

退職給付引当金 776,878 767,117

その他 78,479 33,274

固定負債合計 863,120 800,392

負債合計 4,619,491 2,927,510

純資産の部

株主資本

資本金 3,703,600 3,703,600

資本剰余金 2,945,077 2,912,950

利益剰余金 △32,802 520,921

自己株式 △32,076 －

株主資本合計 6,583,798 7,137,472

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,153 －

為替換算調整勘定 △10,204 △8,007

その他の包括利益累計額合計 △3,050 △8,007

純資産合計 6,580,747 7,129,464

負債純資産合計 11,200,238 10,056,975
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】
【中間連結損益計算書】

(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 3,815,213

売上原価 3,267,465

売上総利益 547,747

販売費及び一般管理費
※1 590,164

営業損失（△） △42,416

営業外収益

受取利息 182

為替差益 66,813

その他 8,990

営業外収益合計 75,986

営業外費用

支払利息 5,581

売上割引 1,139

減価償却費 3,778

租税公課 6,680

その他 17,491

営業外費用合計 34,672

経常損失（△） △1,102

特別利益

固定資産売却益
※2 1,530

投資有価証券売却益 22,067

特別利益合計 23,598

特別損失

固定資産除却損
※3 5,845

減損損失
※4 176,673

投資有価証券売却損 8,839

特別損失合計 191,358

税金等調整前中間純損失（△） △168,863

法人税、住民税及び事業税 △3,877

法人税等調整額 △746,888

法人税等合計 △750,766

少数株主損益調整前中間純利益 581,902

中間純利益 581,902
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【中間連結包括利益計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前中間純利益 581,902

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △7,153

為替換算調整勘定 2,196

その他の包括利益合計 △4,956

中間包括利益 576,946

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 576,946

少数株主に係る中間包括利益 －
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,703,600

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 3,703,600

資本剰余金

当期首残高 2,945,077

当中間期変動額

自己株式の消却 △32,127

当中間期変動額合計 △32,127

当中間期末残高 2,912,950

利益剰余金

当期首残高 △32,802

当中間期変動額

剰余金の配当 △28,178

中間純利益 581,902

当中間期変動額合計 553,724

当中間期末残高 520,921

自己株式

当期首残高 △32,076

当中間期変動額

自己株式の取得 △50

自己株式の消却 32,127

当中間期変動額合計 32,076

当中間期末残高 －

株主資本合計

当期首残高 6,583,798

当中間期変動額

剰余金の配当 △28,178

中間純利益 581,902

自己株式の取得 △50

自己株式の消却 －

当中間期変動額合計 553,673

当中間期末残高 7,137,472
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(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 7,153

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△7,153

当中間期変動額合計 △7,153

当中間期末残高 －

為替換算調整勘定

当期首残高 △10,204

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

2,196

当中間期変動額合計 2,196

当中間期末残高 △8,007

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △3,050

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△4,956

当中間期変動額合計 △4,956

当中間期末残高 △8,007

純資産合計

当期首残高 6,580,747

当中間期変動額

剰余金の配当 △28,178

中間純利益 581,902

自己株式の取得 △50

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△4,956

当中間期変動額合計 548,717

当中間期末残高 7,129,464
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △168,863

減価償却費 148,181

減損損失 176,673

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,350

受取利息及び受取配当金 △1,552

支払利息 5,581

為替差損益（△は益） △6,680

有形固定資産売却損益（△は益） △1,530

投資有価証券売却損益（△は益） △13,227

売上債権の増減額（△は増加） 500,776

たな卸資産の増減額（△は増加） △128,538

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9,760

仕入債務の増減額（△は減少） △427,994

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,960

その他の資産の増減額（△は増加） 103,680

その他の負債の増減額（△は減少） △32,556

その他 5,845

小計 157,344

利息及び配当金の受取額 1,552

利息の支払額 △4,515

法人税等の支払額 △37,955

支払補償金の支払額 △7,238

営業活動によるキャッシュ・フロー 109,188

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △296,957

有形固定資産の売却による収入 1,081

無形固定資産の取得による支出 △9,712

投資有価証券の取得による支出 △1,601

投資有価証券の売却による収入 63,297

投資活動によるキャッシュ・フロー △243,892

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,200,000

自己株式の取得による支出 △50

配当金の支払額 △28,178

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,228,229

現金及び現金同等物に係る換算差額 8,876

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,354,055

現金及び現金同等物の期首残高 3,501,799

現金及び現金同等物の中間期末残高
※1 2,147,743
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【注記事項】

(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数

３社

連結子会社の名称

北見東京電波株式会社

盛岡東京電波株式会社

TEW AMERICA, INC.

なお、TEW AMERICA, INC.は現在清算手続き中であります。

　

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数

該当事項はありません。

　

(2) 持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等の名称

該当事項はありません。

　

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。

　

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

 ａ その他有価証券

時価のあるもの

中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

 ａ 製品・半製品・仕掛品

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）。但し、電子機器に係る製品等については個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

 ｂ 原材料

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）

 ｃ 貯蔵品

　最終仕入原価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産(リース資産を除く)

　定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　７～38年

　機械装置及び運搬具　２～８年

②  無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法。なお、ソフトウェア(自社利用)については、社内における見込利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっております。

③  リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
　

(3) 重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性について検討し、回収不能見込額を計上しております。

②  賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）為替予約取引

（ヘッジ対象）外貨建債権債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して双

方の相場変動が相殺されるため、ヘッジ有効性の評価は省略しております。
　

(5) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなっております。
　

(6) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。　
　

(7) 連結納税制度の適用

当中間連結会計期間より、当社及び国内連結子会社は、株式会社村田製作所を連結納税親会社とする

連結納税主体の連結納税子会社として、連結納税制度を適用しております。
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(中間連結貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成25年９月30日)

有形固定資産の
減価償却累計額

15,775,811千円 14,693,051千円
 

　

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成25年９月30日)

建物及び構築物 681,793千円 685,735千円

土地 652,037 〃 652,037 〃

計 1,333,831千円 1,337,773千円

   

短期借入金 900,000千円 ―千円
 

　

※３ 中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結

会計年度末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成25年９月30日)

受取手形 10,428千円 ―

支払手形 14,721 〃 ―
 

　

(中間連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

　
当中間連結会計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

給料及び手当 171,899千円

賞与引当金繰入額 15,179 〃

退職給付費用 4,912 〃

研究開発費 78,522 〃
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※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

　

　
当中間連結会計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

機械装置及び運搬具 1,197千円

その他 333 〃

計 1,530千円
 

　

※３ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

　

　
当中間連結会計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

建物及び構築物 1,681千円

機械装置及び運搬具 3,544 〃

その他 619 〃

計 5,845千円
 

　

※４ 減損損失

当中間連結会計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しまし

た。

　

用途 場所 種類 金額（千円）

遊休土地 北海道北見市 土地 32,938

事業用設備

岩手県盛岡市

建物及び構築物 7,808

機械装置及び運搬具 10,872

その他 1,556

岩手県二戸郡

建物及び構築物 117,155

機械装置及び運搬具 6,194

その他 149

合計 176,673
 

　当社グループは、事業別管理会計区分を、グルーピングの単位としております。ただし、遊休資産につい

ては個別の資産グループとして取り扱っております。

　上記の資産については、生産体制の再編成等により、長期間にわたる固定資産の回収可能性を厳格に精査

した結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（176,673千円）として特別損失に

計上しております。

　なお、回収可能価額は、合理的な見積りを基準とした正味売却価額（市場価格が存在しないものは零）に

より測定しており、土地については不動産調査報告書に基づき算定しております。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

当中間連結会計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 9,417,200 ― 24,516 9,392,684
 

　

（変動事由の概要）

減少数の内訳は、次のとおりであります。

自己株式の消却 24,516株
 

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 24,445 71 24,516 ―
 

　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 71株
 

減少数の内訳は、次のとおりであります。

自己株式の消却 24,516株
 

　

３１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 28,178 3.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日
 

　

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの

該当事項はありません。

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。

　

　
当中間連結会計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

現金及び預金 2,147,743千円

現金及び現金同等物 2,147,743千円
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(リース取引関係)

　　オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成25年９月30日)

１年以内 223,716千円 223,716千円

１年超 607,017 〃 495,159 〃

合計 830,733千円 718,875千円
 

　
(金融商品関係)

金融商品の時価等に関する事項

中間連結貸借対照表計上額(連結貸借対照表計上額)、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。

　
前連結会計年度(平成25年３月31日)

 

　
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 3,501,799 3,501,799 ―

(2) 受取手形及び売掛金 2,126,294 2,126,294 ―

(3) 未収入金 243,181 243,181 ―

(4) 支払手形及び買掛金 (1,903,980) (1,903,980) ―

(5) 短期借入金 (1,200,000) (1,200,000) ―
 

(※) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　
当中間連結会計期間(平成25年９月30日)

 

　
中間連結貸借対照表
計上額(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 2,147,743 2,147,743 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,625,517 1,625,517 ―

(3) 未収入金 256,073 256,073 ―

(4) 支払手形及び買掛金 (1,475,985) (1,475,985) ―
 

(※) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 未収入金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

外貨建ての売掛金については、為替予約等の振当処理の対象とされており、当該処理により帳簿価額を算定してお

ります。

　
負  債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成25年３月31日)

有価証券の金額に重要性が乏しいことから記載を省略しております。

　

当中間連結会計期間(平成25年９月30日)

有価証券の金額に重要性が乏しいことから記載を省略しております。

　

(資産除去債務関係)

前連結会計年度(平成25年３月31日現在)

資産除去債務の金額に重要性が乏しいことから記載を省略しております。

　
当中間連結会計期間(平成25年９月30日現在)

資産除去債務の金額に重要性が乏しいことから記載を省略しております。

　

(賃貸等不動産関係)

当社および一部の連結子会社は、北海道その他の地域において遊休不動産を有しております。

賃貸等不動産の中間連結（連結）貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりでありま

す。

　 　 (単位：千円)

　 　
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

中間連結(連結)貸借対照表
計上額

期首残高 213,030 213,030

期中増減額 ― 186,840

中間期末
(期末)残高

213,030 399,871

中間期末(期末)時価 243,881 549,345
 

(注) １．中間連結(連結)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ

ります。

２．当中間連結会計期間の主な増加は、遊休不動産の増加(219,778千円)、減少は、減損損失(32,938千円)あり

ます。

３．中間期末(期末)の時価は、前連結会計年度は固定資産税評価額を、当中間連結会計期間は主として不動産調

査報告書等に基づき算定しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営意思

決定機関が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

当社は、本社に製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は取り扱う製品・サービスについて国内及

び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は事業部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「水晶製品事

業」及び「電子機器事業」の２つを報告セグメントとしております。

「水晶製品事業」は、水晶振動子・水晶応用製品等の製造販売をしております。「電子機器事業」は、

電子計測機器・水晶製造関連機器等の製造販売をしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は営業利益であり、セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づ

いております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

当中間連結会計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

中間連結財務
諸表計上額
(注)２水晶製品事業 電子機器事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 3,419,623 395,589 3,815,213 ― 3,815,213

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 79 79 △79 ―

計 3,419,623 395,669 3,815,292 △79 3,815,213

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

△84,790 42,373 △42,416 ― △42,416

セグメント資産 8,464,361 1,589,245 10,053,606 3,368 10,056,975

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 139,352 8,829 148,181 ― 148,181

　減損損失 176,673 ― 176,673 ― 176,673

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

298,421 39,666 338,087 ― 338,087
 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

　　　セグメント資産調整額3,368千円は、報告セグメントに配分していない全社資産3,368千円でありま

す。なお、全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない当社所有の遊休土地であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

   当中間連結会計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　 　 　 　 　 (単位：千円)

日本 欧州 北米 アジア その他 合計

1,739,230 370,751 436,548 1,087,647 181,035 3,815,213
 

（注）　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

Shenzhen Murata Technology Co., Ltd. 443,553 水晶製品事業

株式会社村田製作所 442,344 水晶製品事業
 

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間連結会計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間連結会計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

　　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間連結会計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

　

項目
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成25年９月30日)

(1) １株当たり純資産額 700円62銭 759円04銭

   (算定上の基礎) 　 　

    純資産の部の合計額(千円) 6,580,747 7,129,464

    純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ―

    普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額(千円) 6,580,747 7,129,464

    普通株式の発行済株式数(株) 9,417,200 9,392,684

    普通株式の自己株式数(株) 24,445 ―

    １株当たり純資産額の算定に用いられた
    中間期末(期末)の普通株式の数(株)

9,392,755 9,392,684
 

　

項目
当中間連結会計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

(2) １株当たり中間純利益金額 61円95銭

   (算定上の基礎) 　

    中間純利益金額(千円) 581,902

   普通株主に帰属しない金額(千円) ―

    普通株式に係る中間純利益金額(千円) 581,902

    普通株式の期中平均株式数(株) 9,392,731
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在しないため、記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

(2) 【その他】

前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間(平成24年４月１日から平成

24年９月30日まで)の中間連結財務諸表は作成していないため、以下に参考情報として前第２四半期連

結会計期間末(平成24年９月30日)の四半期連結貸借対照表、前第２四半期連結累計期間(平成24年４月

１日から平成24年９月30日まで)の四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書を記載しております。
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１ 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

　 (単位：千円)

　
前第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部 　 　

 流動資産 　 　

   現金及び預金 　 4,189,849

   受取手形及び売掛金 ※1 2,416,688

   商品及び製品 　 510,801

   仕掛品 　 681,139

   原材料及び貯蔵品 　 935,957

   その他 　 456,338

   貸倒引当金 　 △520

   流動資産合計 　 9,190,255

 固定資産 　 　

   有形固定資産 　 　

     建物及び構築物（純額） 　 981,486

     機械装置及び運搬具（純額） 　 726,007

     土地 　 1,254,886

     建設仮勘定 　 34,615

     その他（純額） 　 33,208

     有形固定資産合計 　 3,030,204

   無形固定資産 　 　

     その他 　 59,460

     無形固定資産合計 　 59,460

   投資その他の資産 　 　

     投資有価証券 　 94,353

     その他 　 11,358

     貸倒引当金 　 △2,165

     投資その他の資産合計 　 103,547

   固定資産合計 　 3,193,212

 資産合計 　 12,383,468
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　 (単位：千円)

　
前第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部 　 　

 流動負債 　 　

   支払手形及び買掛金 ※1 2,234,041

   短期借入金 　 1,800,000

   未払法人税等 　 17,455

   賞与引当金 　 80,832

   その他 　 792,118

   流動負債合計 　 4,924,447

 固定負債 　 　

   退職給付引当金 　 769,770

   繰延税金負債 　 70,717

   その他 　 71,068

   固定負債合計 　 911,556

 負債合計 　 5,836,004

純資産の部 　 　

 株主資本 　 　

   資本金 　 3,703,600

   資本剰余金 　 2,945,077

   利益剰余金 　 △44,061

   自己株式 　 △32,017

   株主資本合計 　 6,572,598

 その他の包括利益累計額 　 　

   その他有価証券評価差額金 　 △5,161

   為替換算調整勘定 　 △19,973

   その他の包括利益累計額合計 　 △25,134

 純資産合計 　 6,547,464

負債純資産合計 　 12,383,468
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(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

　 (単位：千円)

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

売上高 　 4,813,004

売上原価 　 4,111,098

売上総利益 　 701,905

販売費及び一般管理費 ※1 519,051

営業利益 　 182,854

営業外収益 　 　

 受取利息 　 333

 助成金収入 　 592

 損害賠償金 　 63,461

 その他 　 4,208

 営業外収益合計 　 68,595

営業外費用 　 　

 支払利息 　 10,269

 売上割引 　 3,293

 為替差損 　 74,823

 支払手数料 　 2,304

 その他 　 2,999

 営業外費用合計 　 93,690

経常利益 　 157,758

特別損失 　 　

 固定資産除却損 　 0

 事業構造改善費用 ※2 6,557

 特別損失合計 　 6,557

税金等調整前四半期純利益 　 151,200

法人税、住民税及び事業税 　 4,570

法人税等調整額 　 △1,390

法人税等合計 　 3,180

少数株主損益調整前四半期純利益 　 148,020

四半期純利益 　 148,020
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

　 (単位：千円)

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 　 148,020

その他の包括利益 　 　

 その他有価証券評価差額金 　 △8,199

 為替換算調整勘定 　 18

 その他の包括利益合計 　 △8,181

四半期包括利益 　 139,838

（内訳） 　 　

 親会社株主に係る四半期包括利益 　 139,838

 少数株主に係る四半期包括利益 　 －
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

　 (単位：千円)

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　

 税金等調整前四半期純利益 　 151,200

 減価償却費 　 103,767

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 　 2,215

 受取利息及び受取配当金 　 △1,506

 支払利息 　 10,269

 為替差損益（△は益） 　 44,810

 有形固定資産除却損 　 0

 事業構造改善費用 　 6,557

 売上債権の増減額（△は増加） 　 △161,400

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 　 △27,039

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 　 △46,990

 仕入債務の増減額（△は減少） 　 △248,563

 賞与引当金の増減額（△は減少） 　 1,058

 たな卸資産の増減額（△は増加） 　 △113,930

 その他の資産の増減額（△は増加） 　 98,801

 その他の負債の増減額（△は減少） 　 41,485

 小計 　 △139,263

 利息及び配当金の受取額 　 1,506

 利息の支払額 　 △10,438

 法人税等の支払額 　 △6,496

 損害賠償金の支払額 　 △3,007

 事業構造改善費用の支払額 　 △3,691

 営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △161,391

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　

 有形固定資産の取得による支出 　 △80,799

 有形固定資産の売却による収入 　 359,607

 無形固定資産の取得による支出 　 △4,187

 投資有価証券の取得による支出 　 △2,144

 投資活動によるキャッシュ・フロー 　 272,476

現金及び現金同等物に係る換算差額 　 △44,792

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 　 66,292

現金及び現金同等物の期首残高 　 4,123,560

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 4,189,853
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連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更

　
前第２四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

(連結子会社の事業年度等に関する事項の変更)

従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であったTEW AMERICA, INC.については、同日現在の財務諸表を使

用し連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりましたが、同社が決算日

を３月31日に変更したことに伴い、当第２四半期連結累計期間は平成24年４月１日から平成24年９月30日までの

６ヶ月を連結しております。なお、平成24年１月１日から平成24年３月31日までの３ヶ月の損益については、利

益剰余金に計上しております。
 

　

会計方針の変更等

　
前第２四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
 

　

注記事項

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　
前第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 12,269千円

支払手形 23,788 〃
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

従業員給料・手当 103,839千円

賞与引当金繰入額 10,661 〃

退職給付費用 3,214 〃

役員退職慰労引当金繰入額 1,210 〃

支払手数料 70,374 〃

研究開発費 118,181 〃
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※２　事業構造改善費用

事業構造改善費用は、国内連結子会社における事業再編に伴う費用であり、内訳は下記の通りであり

ます。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

特別退職金 5,172千円

その他 1,385 〃

　　　計 6,557千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

現金及び預金 4,189,849千円

その他（預け金） 3 〃

現金及び現金同等物 4,189,853千円
 

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

セグメント情報

前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント 調整額

(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２水晶製品事業 電子機器事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 4,214,101 598,902 4,813,004 ― 4,813,004

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 305 305 △305 ―

計 4,214,101 599,207 4,813,309 △305 4,813,004

セグメント利益 61,446 121,407 182,853 0 182,854
 

(注) １．セグメント利益調整額0千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

　　１株当たり四半期純利益金額 15円76銭

    (算定上の基礎) 　

   四半期純利益金額(千円) 148,020

   普通株主に帰属しない金額(千円) ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 148,020

    普通株式の期中平均株式数(株) 9,392,856
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当中間会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,263,066 2,040,133

受取手形
※4 62,357 66,826

売掛金 2,214,344 1,569,290

商品及び製品 385,826 377,171

仕掛品 366,191 385,351

原材料及び貯蔵品 214,612 230,712

立替金 51,358 64,245

前払費用 10,805 16,101

未収入金 456,955 446,268

未収消費税等 197,790 74,300

繰延税金資産 － 17,325

その他
※5 3,279 ※5 424

貸倒引当金 △490 △5,840

流動資産合計 7,226,099 5,282,312

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 916,964 921,605

構築物（純額） 9,953 8,841

機械及び装置（純額） 350,678 325,867

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 40,385 68,369

土地 778,876 778,876

建設仮勘定 5,065 5,614

有形固定資産合計
※1, ※2 2,101,924 ※1, ※2 2,109,175

無形固定資産

ソフトウエア 43,781 43,014

電話加入権 1,578 1,578

その他 － 860

無形固定資産合計 45,359 45,453

投資その他の資産

投資有価証券 61,789 300

関係会社株式 11,034 11,034

出資金 340 340

関係会社長期貸付金 5,924,493 6,312,107

繰延税金資産 － 114,254

その他 8,125 7,733

貸倒引当金 △4,280,165 △4,199,165

投資その他の資産合計 1,725,616 2,246,604
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当中間会計期間
(平成25年９月30日)

固定資産合計 3,872,900 4,401,233

資産合計 11,099,000 9,683,546

負債の部

流動負債

支払手形
※4 46,034 54,565

買掛金 2,156,678 1,642,578

短期借入金
※2 1,200,000 －

未払金 167,822 172,501

未払費用 142,318 139,751

未払法人税等 31,891 13,046

預り金 6,182 4,665

賞与引当金 28,851 29,521

設備関係支払手形 19,950 5,565

営業外支払手形 51,045 51,481

その他 13,645 15,075

流動負債合計 3,864,419 2,128,751

固定負債

退職給付引当金 371,847 364,686

繰延税金負債 5,976 －

その他 54,386 9,081

固定負債合計 432,210 373,767

負債合計 4,296,629 2,502,519

純資産の部

株主資本

資本金 3,703,600 3,703,600

資本剰余金

資本準備金 1,800,000 1,800,000

その他資本剰余金 1,145,077 1,112,950

資本剰余金合計 2,945,077 2,912,950

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 178,616 564,476

利益剰余金合計 178,616 564,476

自己株式 △32,076 －

株主資本合計 6,795,217 7,181,026

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,153 －

評価・換算差額等合計 7,153 －

純資産合計 6,802,370 7,181,026

負債純資産合計 11,099,000 9,683,546
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 3,791,734

売上原価 3,139,438

売上総利益 652,296

販売費及び一般管理費 517,802

営業利益 134,493

営業外収益
※1 211,894

営業外費用
※2 26,537

経常利益 319,850

特別利益
※3 22,067

特別損失
※4, ※6 34,921

税引前中間純利益 306,996

法人税、住民税及び事業税 24,646

法人税等調整額 △131,688

法人税等合計 △107,041

中間純利益 414,038
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,703,600

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 3,703,600

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 1,800,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 1,800,000

その他資本剰余金

当期首残高 1,145,077

当中間期変動額

自己株式の消却 △32,127

当中間期変動額合計 △32,127

当中間期末残高 1,112,950

資本剰余金合計

当期首残高 2,945,077

当中間期変動額

自己株式の消却 △32,127

当中間期変動額合計 △32,127

当中間期末残高 2,912,950

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 178,616

当中間期変動額

剰余金の配当 △28,178

中間純利益 414,038

当中間期変動額合計 385,860

当中間期末残高 564,476

利益剰余金合計

当期首残高 178,616

当中間期変動額

剰余金の配当 △28,178

中間純利益 414,038

当中間期変動額合計 385,860

当中間期末残高 564,476
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(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

自己株式

当期首残高 △32,076

当中間期変動額

自己株式の取得 △50

自己株式の消却 32,127

当中間期変動額合計 32,076

当中間期末残高 －

株主資本合計

当期首残高 6,795,217

当中間期変動額

剰余金の配当 △28,178

中間純利益 414,038

自己株式の取得 △50

自己株式の消却 －

当中間期変動額合計 385,809

当中間期末残高 7,181,026

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 7,153

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△7,153

当中間期変動額合計 △7,153

当中間期末残高 －

評価・換算差額等合計

当期首残高 7,153

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△7,153

当中間期変動額合計 △7,153

当中間期末残高 －

純資産合計

当期首残高 6,802,370

当中間期変動額

剰余金の配当 △28,178

中間純利益 414,038

自己株式の取得 △50

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△7,153

当中間期変動額合計 378,655

当中間期末残高 7,181,026
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

　

① 製品・半製品・仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

但し、電子機器に係る製品等については個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）

② 原材料

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

③　貯蔵品

最終仕入原価法

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法。但し平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採

用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　７～38年

　機械及び装置　２～８年

　

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込み利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

　

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

EDINET提出書類

東京電波株式会社(E01858)

半期報告書

42/53



　

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性について検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理しております。

　

４．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）為替予約取引

（ヘッジ対象）外貨建債権債務及び外貨建予定取引

(3) ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して双方

の相場変動が相殺されるため、ヘッジ有効性の評価は省略しております。

　

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用

当中間会計期間より、株式会社村田製作所を連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社と

して、連結納税制度を適用しております。
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(中間貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

　

　
前事業年度

(平成25年３月31日)
当中間会計期間
(平成25年９月30日)

有形固定資産の
減価償却累計額

5,344,654千円 5,117,671千円
 

　

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は以下のとおりであります。

　

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当中間会計期間
(平成25年９月30日)

建物 681,793千円 685,735千円

土地 652,037 〃 652,037 〃

計 1,333,831千円 1,337,773千円
 

　

　
前事業年度

(平成25年３月31日)
当中間会計期間
(平成25年９月30日)

短期借入金 900,000千円 ―千円
 

　

　３　偶発債務

関係会社の一括支払信託債務等に対して保証を行っております。

　
前事業年度

(平成25年３月31日)
当中間会計期間
(平成25年９月30日)

北見東京電波株式会社 236,843千円 177,662千円

盛岡東京電波株式会社 706,438 〃 608,743 〃

　　　　　計 943,281千円 786,405千円
 

　

※４ 中間会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度末残

高に含まれております。

　

　
前事業年度

(平成25年３月31日)
当中間会計期間
(平成25年９月30日)

受取手形 10,428千円 ―

支払手形 14,721 〃 ―
 

　

※５ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産の「その他」に含めて表示しております。
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(中間損益計算書関係)

※１  営業外収益の主要項目は、次のとおりであります。

　

　
当中間会計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

受取利息 33,384千円

受取賃借料 22,020 〃

為替差益 69,632 〃

貸倒引当金戻入額 81,000 〃
 

　

※２  営業外費用の主要項目は、次のとおりであります。

　

　
当中間会計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

支払利息 5,581千円

減価償却費 8,740 〃

租税公課 3,084 〃
 

　

※３ 特別利益の主要項目は、次のとおりであります。

 

　
当中間会計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

投資有価証券売却益 22,067千円
 

 

※４ 特別損失の主要項目は、次のとおりであります。

 

　
当中間会計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

固定資産除却損 5,845千円

投資有価証券売却損 8,839 〃

減損損失 20,236 〃
 

　

 ５ 減価償却実施額は、次のとおりであります。

　

　
当中間会計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

有形固定資産 70,763千円

無形固定資産 9,618 〃
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※６ 減損損失

当中間会計期間において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　

用途 場所 種類 金額

事業用設備 岩手県盛岡市

建物 7,808

機械及び装置 10,872

その他 1,556

合計 20,236
 

当社は、事業別管理会計区分を、グルーピングの単位としております。ただし、遊休資産について
は個別の資産グループとして取り扱っております。
上記の遊休資産については、生産体制の再編成等により、将来の使用が見込まれないことから、帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（20,236千円）として特別損失に計上して
おります。
なお、回収可能価額は、合理的な見積りを基準とした正味売却価額（市場価格が存在しないため
零）により算定しております。

　

(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 24,445 71 24,516 ―
 

　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 71株
 

減少数の内訳は、次のとおりであります。

自己株式の消却 24,516株
 

　

(リース取引関係)

　　オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　

　
前事業年度

(平成25年３月31日)
当中間会計期間
(平成25年９月30日)

１年以内 12,732千円 12,732千円

１年超 41,379 〃 35,013 〃

合計 54,111千円 47,745千円
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(有価証券関係)

前事業年度(平成25年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式の金額に重要性が乏しいことから記載を省略しております。

　
当中間会計期間(平成25年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式の金額に重要性が乏しいことから記載を省略しております。

　
(資産除去債務関係)

前事業年度(平成25年３月31日)

資産除去債務の金額に重要性が乏しいことから記載を省略しております。

　
当中間会計期間(平成25年９月30日)

資産除去債務の金額に重要性が乏しいことから記載を省略しております。

　
(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。
　

項目
前事業年度

(平成25年３月31日)
当中間会計期間
(平成25年９月30日)

(1) １株当たり純資産額 724円21銭 764円53銭

   (算定上の基礎) 　 　

    純資産の部の合計額(千円) 6,802,370 7,181,026

    純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ―

    普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額(千円) 6,802,370 7,181,026

    普通株式の発行済株式数(株) 9,417,200 9,392,684

    普通株式の自己株式数(株) 24,445 ―

    １株当たり純資産額の算定に用いられた
    中間期末(期末)の普通株式の数(株)

9,392,755 9,392,684
 

　

項目
当中間会計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

(2) １株当たり中間純利益金額 44円08銭

   (算定上の基礎) 　

    中間純利益金額(千円) 414,038

   普通株主に帰属しない金額(千円) ―

    普通株式に係る中間純利益金額(千円) 414,038

    普通株式の期中平均株式数(株) 9,392,731
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

事業年度　第79期(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)平成25年６月26日関東財務局長に

提出。

　

(2) 内部統制報告書

事業年度　第79期(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)平成25年６月26日関東財務局長に

提出。

　

(3) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の

規定に基づく臨時報告書

平成25年６月26日関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(親会社の異動)の規定に基づく臨時報告書

平成25年８月８日関東財務局長に提出。

　
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号(連結会社の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に著しい影響を与える事象)の規定に基づく臨時報告書

平成25年12月16日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   城   戸   和   弘   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   郷 右 近   隆   也   印

独立監査人の中間監査報告書

　
平成２５年１２月２０日

東京電波株式会社

代表取締役社長　　坂　本　秀　夫 殿

　

 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている東京電波株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年

度の中間連結会計期間（平成２５年４月１日から平成２５年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、す

なわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計

算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその

他の注記について中間監査を行った。

　
中間連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基

準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連

結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理

的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めて

いる。

中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比

べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不

正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とし

た監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切

な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討

する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東京電波株式会社及び連結子会社の平成２５年９月３０日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成２５年４月１日から平成２５年９月３０日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   城   戸   和   弘   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   郷 右 近   隆   也   印

独立監査人の中間監査報告書

　
平成２５年１２月２０日

東京電波株式会社

代表取締役社長　　坂　本　秀　夫 殿

　

 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている東京電波株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第８０期事

業年度の中間会計期間（平成２５年４月１日から平成２５年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記につ

いて中間監査を行った。

　
中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の

有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得

るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監

査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、

中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東京電波株式会社の平成２５年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成２５年４月１日から平成２５年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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